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連結貸借対照表（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ 流 動 資 産 229,486 Ⅰ 流 動 負 債 98,435
１ 現 金 及 び 預 金 56,382 １ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 25,326
２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金 87,503 ２ 短 期 借 入 金 16,343
３ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 56,043 ３ １年内返済予定の長期借入金 2,513
４ リース債権及びリース投資資産 5,102 ４ １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 9
５ 有 価 証 券 618 ５ 未 払 金 20,760
６ 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 7,032 ６ リ ー ス 債 務 4,802
７ 未 成 工 事 支 出 金 383 ７ 未 払 法 人 税 等 6,935
８ 立 替 金 6,235 ８ 未 払 消 費 税 等 5,924
９ そ の 他 10,416 ９ 賞 与 引 当 金 2,299
10 貸 倒 引 当 金 △231 10 役 員 賞 与 引 当 金 102
Ⅱ 固 定 資 産 199,309 11 そ の 他 13,418
１ 有 形 固 定 資 産 90,439 Ⅱ 固 定 負 債 59,928
(1) 建 物 及 び 構 築 物 22,628 １ 長 期 借 入 金 4,713
(2) 機 械 装置及び運搬具 19,503 ２ リ ー ス 債 務 22,883
(3) 土 地 22,197 ３ 繰 延 税 金 負 債 222
(4) リ ー ス 資 産 19,529 ４ 再評価に係る繰延税金負債 74
(5) 建 設 仮 勘 定 1,099 ５ 退 職 給 付 に 係 る 負 債 27,545
(6) そ の 他 5,481 ６ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,622
２ 無 形 固 定 資 産 32,598 ７ 資 産 除 去 債 務 465
(1) ソ フ ト ウ エ ア 4,494 ８ そ の 他 2,401
(2) の れ ん 19,346
(3) そ の 他 8,757
３ 投 資 そ の 他 の 資 産 76,270 負 債 合 計 158,363
(1) 投 資 有 価 証 券 39,855 純 資 産 の 部
(2) 長 期 貸 付 金 366 Ⅰ 株 主 資 本 255,222
(3) 敷 金 及 び 保 証 金 8,300 １ 資 本 金 18,675
(4) 保 険 積 立 金 1,625 ２ 資 本 剰 余 金 34,243
(5) 退 職 給付に係る資産 2,375 ３ 利 益 剰 余 金 203,375
(6) 繰 延 税 金 資 産 13,320 ４ 自 己 株 式 △1,070
(7) そ の 他 10,858 Ⅱ その他の包括利益累計額 △9,725
(8) 貸 倒 引 当 金 △432 １ その他有価証券評価差額金 4,609

２ 土 地 再 評 価 差 額 金 △4,281
３ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △167
４ 退職給付に係る調整累計額 △9,886
Ⅲ 非 支 配 株 主 持 分 24,935
純 資 産 合 計 270,432

資 産 合 計 428,796 負 債 及 び 純 資 産 合 計 428,796
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連結損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

売 上 高 460,118
売 上 原 価 345,097

売 上 総 利 益 115,020
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 78,224

営 業 利 益 36,795
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 838
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,291
そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,212 4,342

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,291
そ の 他 の 営 業 外 費 用 966 2,257

経 常 利 益 38,880
特 別 利 益
段 階 取 得 に 係 る 差 益 26
子 会 社 清 算 益 1 27

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 142
子 会 社 株 式 評 価 損 33
減 損 損 失 269
固 定 資 産 売 却 損 102 547

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 38,360
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,557
法 人 税 等 調 整 額 87 12,644
当 期 純 利 益 25,715
非支配株主に帰属する当期純利益 1,551
親会社株主に帰属する当期純利益 24,163
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連結株主資本等変動計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 18,675 34,243 186,248 △1,069 238,097
当期変動額
剰余金の配当 △7,037 △7,037
親会社株主に帰属する
当期純利益 24,163 24,163
自己株式の取得 △1 △1
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 17,126 △1 17,124
当期末残高 18,675 34,243 203,375 △1,070 255,222
　

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

土 地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 6,315 △4,281 △72 △6,978 △5,015 24,016 257,098
当期変動額
剰余金の配当 △7,037
親会社株主に帰属する
当期純利益 24,163
自己株式の取得 △1
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △1,705 － △95 △2,908 △4,709 919 △3,790

当期変動額合計 △1,705 － △95 △2,908 △4,709 919 13,334
当期末残高 4,609 △4,281 △167 △9,886 △9,725 24,935 270,432
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連結注記表
　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１ 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 75社

主要な連結子会社の名称
日本ファシリオ㈱
㈱ウイズネット
ALSOK常駐警備㈱
ALSOK福島㈱
ALSOKビルサービス㈱
当連結会計年度において、京阪神セキュリティサービス㈱は、当社の株式取得を通じ、当社の同社に対
する議決権比率が36.1％から60.6％に増加したため、持分法適用関連会社から連結子会社となっており
ます。
また、㈱ウイズネットの子会社１社（ウイズネット少額短期保険㈱）は清算結了したため、連結の範囲
から除外しております。

（2）主要な非連結子会社の名称
ALSOKビジネスサポート㈱

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　
２ 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数 10社

主要な会社の名称
ホーチキ㈱
日本ドライケミカル㈱
「１ 連結の範囲に関する事項」に示すとおり、当連結会計年度において、京阪神セキュリティサービ
ス㈱は、連結子会社となったため、持分法適用の範囲から除外しております。

（2）持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称
ALSOKビジネスサポート㈱

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、ALSOK（Vietnam）Co., Ltd.、愛龍所克商貿 (上海) 有限公司、ALSOK MALAYSIA
SDN.BHD.、PT. ALSOK INDONESIA、PT. ALSOK BASS Indonesia Security Services、 及 び ALSOK
Vietnam Security Services Joint Stock Companyの決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作
成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日ま
での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　

４ 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
ア 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用して
おります。
また、区分処理できないデリバティブ組入債券については時価法（売
却原価は主として移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの…………………主として移動平均法による原価法を採用しております。
イ デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

ウ たな卸資産の評価基準及び評価方法
原材料及び貯蔵品
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。
未成工事支出金
個別法による原価法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
ア 有形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物及び構築物 15～50年
機械装置及び運搬具 ３～５年

イ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。また、顧客関連資産については、その効果の及ぶ期間（12年）に基づく定額法を採用して
おります。
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ウ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額
のうち当期の負担額を計上しております。

役員賞与引当金………………一部の連結子会社は、役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額の
うち当期の負担額を計上しております。

役員退職慰労引当金…………一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
ア 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として
５年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。
ウ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
ア ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

イ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準
を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用
する工事の当連結会計年度末における進捗率の見積りは、原価比例法によっております。
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（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めて計上しております。

（7）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
ア 重要なヘッジ会計の方法
（ア）ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについては

特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。
（イ）ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 銀行借入金
（ウ）ヘッジ方針……………………金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、内規に基づき、金

利変動リスクをへッジしております。
（エ）ヘッジの有効性評価の方法…特例処理によっている金利スワップにつきましてはヘッジの高い有効

性があるとみなされるため、有効性の評価は省略しております。
イ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連
結会計年度の費用として処理しております。
　

５ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、原則として個々の投資の実態に合わせ、20年以内の投資回収見込年数で均等償却
を行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１ 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産は次のとおりであります。
現金及び預金 402百万円
建物及び構築物 1,465百万円
土地 2,602百万円
投資有価証券 48百万円
　計 4,519百万円

　
担保に係る債務は次のとおりであります。
１年内返済予定の長期
借入金 87百万円

長期借入金 81百万円
　計 169百万円
　

２ 有形固定資産の減価償却累計額 177,919百万円
　

３ 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額
金を純資産の部に計上しております。

　
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税
法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を
行って算出しております。

　
再評価を行った年月日
2002年３月31日

　
再評価を行った土地の期末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額
　 545百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 102,040,042 － － 102,040,042

　
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 804,557 340 20 804,877

（注）普通株式の自己株式増加340株は、単元未満株式の買取りに伴う増加であります。また、普通株式の自己
株式減少20株は、関連会社の持分に相当する株式数の減少によるものであります。
　

３ 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の
種類

配当金の総
額（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年６月25日
定時株主総会 普通株式 3,544 35.0 2019年３月31日 2019年６月26日

2019年10月31日
取締役会 普通株式 3,493 34.5 2019年９月30日 2019年12月３日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2020年６月24日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり提案しております。
　

決議 株式の
種類

配当金
の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年６月24日
定時株主総会 普通株式 3,594 利益剰余金 35.5 2020年３月31日 2020年６月25日
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（金融商品に関する注記）
１ 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については余剰資金の範囲内で、かつ長期の安定的な運用に限定しておりま
す。一方、資金調達については主に銀行借入による方針であります。なお、デリバティブ取引は、将来の金
利変動によるリスク回避を目的としております。また、一部の連結子会社において資金運用の一環として、
その他有価証券（為替リンク債等）について組込デリバティブ取引を利用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
当社グループの与信管理規程に従い、取引における不良債権の発生防止、優良取引先の選別、取引基盤の強
化等を図っております。また、売上債権管理規程に従い、取引先ごとに債権の期日及び残高を管理しており
ます。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。また、組込デリバティブ取引
は、将来の為替変動に伴う金利変動及び元本毀損リスクを有しておりますが、取引の相手方は、信用度の高
い金融機関であり、相手方契約の不履行から生ずる信用損失の発生は予想しておりません。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に警備輸送業務に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る
資金調達であります。
変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、
支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利ス
ワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップ
の特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従って行っ
ており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関との
み取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が連結経営計
画を作成するなどの方法により管理しております。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、固定金利のため、金利の変動リスクはありません。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「２ 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金
額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２ 金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりま
せん（（注）２参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 56,382 56,382 －
（2）警備輸送業務用現金 87,503 87,503 －
（3）受取手形及び売掛金 56,043 56,041 △1
（4）有価証券 613 613 －
（5）投資有価証券
　 関係会社株式 7,931 7,505 △426
　 その他有価証券 21,906 21,906 －

資産計 230,381 229,953 △427
（1）支払手形及び買掛金 25,326 25,326 －
（2）短期借入金 16,343 16,343 －
（3）未払金 20,760 20,760 －
（4）長期借入金（*） 7,226 7,225 △1
（5）リース債務（*） 27,685 27,240 △444

負債計 97,342 96,896 △445
（*）長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（*）リース債務には１年内返済予定のリース債務を含めております。
　
（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）警備輸送業務用現金
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（3）受取手形及び売掛金
　 時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味し
た利率により割り引いた現在価値によっております。
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（4）有価証券、（5）投資有価証券
　 時価については、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他有価証券または関係会
社株式として保有しております。その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は185百万円であり、売却益
の合計額は14百万円、売却損の合計額は26百万円であります。また、その他有価証券において、種類ごと
の取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については以下のとおりです。

（単位：百万円）

種類 取得原価又は
償却原価

連結貸借対照表
計上額 差額

連結貸借対照
表計上額が取
得原価又は償
却原価を超え
るもの

（1）株式 3,997 11,562 7,564
（2）債券

国債・地方債 － － －
社債 2,487 2,541 54

（3）その他 227 263 35
小計 6,712 14,366 7,654

連結貸借対照
表計上額が取
得原価又は償
却原価を超え
ないもの

（1）株式 3,740 3,030 △710
（2）債券

国債・地方債 10 9 △0
社債 4,099 3,936 △162

（3）その他 1,169 1,045 △123
小計 9,019 8,022 △996

合計 15,732 22,389 6,657
　

（*）当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のあるものについて142百万円（株式142百万円）減損
処理を行っております。

（*）上記には、投資有価証券のうち、関係会社株式に係る取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこ
れらの差額については含まれておりません。

　
負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（4）長期借入金
変動金利建ての長期借入金については、短期間で市場金利を反映することから、帳簿価額によっておりま
す。
固定金利建ての長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて計算する方法によっております。

（5）リース債務
リース債務については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いて計算する方法によっております。
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デリバティブ取引
ヘッジが適用されていないもの

（単位：百万円）
　

種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引
（複合金融商品） 199 166 △33

合計 199 166 △33
　

（*）組込デリバティブについて、時価の測定を合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時
価評価し、評価差額を損益に計上しております。

（*）時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 1,202
非上場関係会社株式 8,815
社債 5
その他 130

合計 10,153
　

（*）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産
（4）有価証券、（5）投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
１ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有
しております。

　
２ 賃貸等不動産の時価に関する事項

総資産に占める賃貸等不動産の割合が低く、重要性が乏しいため記載を省略しております。
　
（１株当たり情報に関する注記）
１ １株当たり純資産額 2,425円 02銭
２ １株当たり当期純利益金額 238円 69銭
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（重要な後発事象に関する注記）
（取得による企業結合）
当社は、2020年４月30日付にて、介護事業を営む株式会社らいふ及び食品検査事業を営む株式会社エムビ
ックらいふの持株会社である株式会社らいふホールディングスの全株式を取得し、これら３社を当社の連結子
会社といたしました。
企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及び取得する事業の内容

被取得企業の名称 株式会社らいふホールディングス
株式会社らいふ
株式会社エムビックらいふ

事業の内容 介護事業及び食品検査事業
（２）企業結合を行うことになった主な理由

当社は、国や地方公共団体、各種金融機関、一般事業者向けに、多種多様な警備サービスを提供するほ
か、個人のお客様にもホームセキュリティをはじめ、安全安心と便利を提供する取組みを進めています。
現在、当社は警備事業を起点に周辺分野への事業領域拡大にも取組んでおり、個人、特に高齢者に対す
る安全安心を提供するため、2012年にALSOKケア株式会社を設立し介護事業に参入、その後、2014年
には株式会社HCM、2015年にはALSOKあんしんケアサポート株式会社、2016年には株式会社ウイズネ
ット、更には2018年に訪問マッサージの株式会社ケアプラスを子会社化し、介護及びその関連事業の強
化に努めてまいりました。
今般、新たに子会社となる株式会社らいふホールディングスは、介護事業を営む株式会社らいふ、食品
検査事業を営む株式会社エムビックらいふを子会社とする持株会社であります。
株式会社らいふは、1995年より高齢者支援事業を開始し、現在まで26年の介護事業の運営実績があ
り、主に高齢者施設・住宅事業を展開しています。同社は主に「ホームステーションらいふ」のブランド
名で東京都、神奈川県等の首都圏に47施設、2,000室超を運営しており、首都圏における有力オペレータ
ーとしてのポジションを確立しています。株式会社らいふの当社グループヘの参画は、グループ全体で
6,500室規模の介護施設を有することとなり、デイサービス、訪問介護等を含め、質量両面にわたり強化
されるため、相互の事業拡大に大いに資するものと考えております。
また、株式会社エムビックらいふは、食品衛生法などに基づく腸内細菌検査や食品安全検査、食中毒菌
の汚染検査などの各種検査事業を行い、社会に対し安全安心を提供しています。当該事業のサービスを当
社のお客様に広げることにより、当該事業のより一層の成長が見込めると考えております。

（３）企業結合日
2020年４月30日

（４）企業結合の法的形式
株式取得

（５）結合後企業の名称
株式会社らいふホールディングス
株式会社らいふ
株式会社エムビックらいふ
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（６）取得する議決権比率
100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として、株式を取得することによります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
注：記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。

2020年06月11日 16時49分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）


